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ごあいさつ

2019 年 2 月
代表取締役社長

知的財産報告書 2018

本報告書の対象会社は旭化成株式会社及び連結子会社です。

本報告書に記載されている計画、見込み、戦略などは、現在入手可能な情報に基づき現時点

で判断した将来に対する展望です。当社を取り巻く事業環境の変化、技術革新の進展などに

よっては計画を見直すことがあり、将来の計画や施策の実現を確約したり保証したりするもの

ではありませんのでご了承ください。
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    2018 年度の知的財産報告書を発行するにあたり、ごあいさつ申し上げます。

   近年、世の中を取り巻く環境は非常に速いスピードで変化しており、IoT、AI、ビッグデータなどに代表
される第４次産業革命ともいわれるデジタル技術の進歩が、私たちのくらしを大きく変えようとしていま
す。
   当社グループは、「世界の人びとの ” いのち ”と ”くらし” に貢献します。」という理念を軸に、多彩な事
業を時代の要請に対応しながら変化させ、新しい価値、「昨日まで世界になかったもの」を生み出し続け
てきました。
   現在実行している 3 カ年の中期経営計画「Cs for Tomorrow 2018」（2016 ～ 18 年度）に続き、2019 年
度からは新中期経営計画がスタートします。引き続き当社グループが世の中へ貢献していくには、変化する
世の中の潮流や課題を幅広い視点で捉えて、大きな構想力でニーズを先取りできる経営体制の強化が鍵
であり、知財戦略も重要な役割を担っています。
    知的財産活動においては､ 次の３つの取り組みに注力し事業の発展に貢献する活動を行ってまいります。
①研究開発の成果を着実に権利化すること、②加速化するグローバル化への対応など事業戦略と合致さ
せていくこと、③ビッグデータの一つである知財情報を新事業創出や既存事業の基盤強化に積極的に活用
すること。
    本報告書を通じ、当社グループの研究開発や知的財産活動について、ご理解が深まれば幸甚です。
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 旭化成グループの概要
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  2017 年度セグメント別事業概要

   マテリアル

　53.7% 
10,877 億円

売上高（% は構成比）

営業利益 1219 億円

         ● ケミカル事業      
     　主要製品：石油化学系（アクリロニトリルなど）、高機能ポリ
　　マー系（合成ゴムなど）、高機能マテリアル系 （中空糸ろ過膜　
　　「マイクローザ™」、消費財系など）
     ● 繊維事業
　　　　     　主要製品： キュプラ繊維「ベンベルグ™」、プレミアムストレッ
　　チファイバー「ロイカ™」、ナイロン 66 繊維「レオナ™」、
　　マイクロファイバースエード「ラムース ™」など
　● エレクトロニクス事業
　　主要製品：ホール素子、リチウムイオン二次電池用セパレー
　　タ「ハイポア™」「セルガード TM」、など（うち電子部品事業に
　　ついては旭化成エレクトロニクス株式会社）

   住 宅

　31.7% 
6,410 億円

売上高（% は構成比）

営業利益 644 億円

   
　 ● 住宅事業（旭化成ホームズ株式会社）
      主要製品・事業等：戸建住宅「へーベルハウス™」、
      集合住宅 「へーベルメゾン™」、分譲マンション「アトラス™」、
     「へーベルメゾン™」の賃貸管理事業、リフォーム事業、
     住宅ローン事業など

● 建材事業（旭化成建材株式会社）
        主要製品： 軽量気泡コンクリート（ALC）「へーベル™」、
     フェノールフォーム断熱材「ネオマフォーム™」、
　 「ジュピー™」、パイル、鉄骨構造用資材など

       ヘルスケア

  14.6% 
 2,963 億円

売上高（% は構成比）

営業利益 395 億円

⃝ 医薬事業（旭化成ファーマ株式会社）     
     　主要製品：医療用医薬品（骨粗鬆症治療剤「テリボン™」、  
   　 血液凝固阻止剤「リコモジュリン™」）など

    ● 医療事業（旭化成メディカル株式会社）
       　主要製品：ポリスルホン膜人工腎臓「APS™」、アフェレシス 
    　  （血液浄化療法）関連機器、ウイルス除去フィルター「プラノ
    　バ™」など

    ● クリティカルケア事業（ゾール・メディカル）
    　 主要製品：医療機関向け除細動器、着用型自動除細動器
   　「ＬｉｆｅＶｅｓｔ™」、自動体外式除細動器「ＺＯＬＬ ＡＥＤ 
         　　Ｐｌｕｓ™」、体温管理システム「サーモガード™ システム」など　　
   

旭化成株式会社
商 号　　                         旭化成株式会社　　　　　　 
代表取締役社長　　    小堀 秀毅
設立年月日　　             1931 年 5 月 21 日　
資本金　　　　　   　 103,389 百万円（2017 年 9 月 30 日現在）　　　　　　　　　　
本 社　         　　           東京都千代田区有楽町一丁目 1 番 2 号　日比谷三井タワー　
従業員数（連結）   　      34,670 人（2018 年 3 月 31 日現在）

グループ理念
私たち旭化成グループは、

世界の人びとの “いのち” と “くらし” に

貢献します。

グループ
ビジョン

「健康で快適な生活」 と 「環境との共生」 の実現を通して、

社会に新たな価値を提供していきます。

 

グループ
バリュー

 

「誠実」 ： 誰に対しても誠実であること。

「挑戦」 ： 果敢に挑戦し、 自らも変化し続けること。

「創造」 ： 結束と融合を通じて、 新たな価値を創造すること。

 グループ
スローガン

昨日まで世界になかったものを。

 



 旭化成グループの事業

電気化学工業から総合化学メーカーへ
 事業の変遷

1923 年
アンモニア・硫安

 1924 年
 レーヨン

  1931 年
  「ベンベルグ ™」

   1932 年
   火薬 

1953 年・57 年 
「サラン™」繊維・ポリスチレン 

 1959 年・62 年 
 アクリル繊維・アクリロニトリル 

  1964 年 
  ナイロン繊維・合成ゴム 

   1972 年
   エチレンプラント 

1975 年 
人工腎臓 

 1978 年 
 ホール素子  

  1981 年 
   医薬事業部、感光性ドライフィルム 

   1983 年
    LSI 

1967 年 
「ヘーベル™」 

 1972 年 
 「ヘーベルハウス™」 

勃興期 

成長期 

成熟期 

・再生繊維 
・化学肥料 
・火薬 

・石油化学 
・合成繊維 

・住宅 
・建材 

・エレクトロニクス 
・医薬・医療機器 

・クリティカルケア 

2012 年 
救命救急医療機器 
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    野口  遵  

　旭化成グループの強みは、多様な
技術に基づく多面的なビジネスモデ
ルを展開しているところにあります。
　ベースとなっているのは、ケミカ 
ル・テクノロジーであり、多角化の 
歴史の中で独自に発展させた幅広い
技術を融合させ、数々のコア・テク 
ノロジーを確立してきました。
　触媒・プロセス技術は建築材料、
衛生材料を含めた様 な々素材の生産
を支え、化学工業で培った技術から
派生した半導体薄膜技術はエレクト
ロニクス事業を担っています。また、
膜や繊維の技術にバイオ技術を融合
させた血液透析用人工腎臓、携帯端
末をはじめとする様々な電子機器に
使用される LSI や磁気センサなど、 

先進的な技術から高付加価値型の 
製品を生み出しています。
　さらに、各種除細動器などの救命
救急医療機器分野をはじめ、買収に
よる事業の拡大も積極的に推し進め
ています。
　今後も、「健康で快適な生活」「環
境との共生」の視点で事業を推進し、

「私たち旭化成グループは、世界の 
人びとの“いのち”と“くらし”に貢献 
します。」というグループ理念を実現
していきます。

ケミカル・テクノロジーを基礎に
 積極的に新領域へ挑戦

コア技術と事業展開
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     旭化成グループの歴史は、1922
年に旭絹織株式会社が設立された
ことに始まります。
   その翌年、野口遵（のぐちした 
がう）によって宮崎県延岡の地で、
水力発電を開始して電気化学によ
り合成アンモニアを製造することを 
スタートさせました。このアンモニ
アを有効活用するため、1931 年に 
延岡の日本ベンベルグ絹絲株式 
会 社 で キュプ ラ 繊 維「 ベ ンベ
ル グ™」の 製 造 を 開 始。ま た、 
同年に日本窒素肥料株式会社延岡 

工場を分離独立し、延岡アンモニア
絹絲株式会社を設立（のちの旭化成
工業株式会社）、初代社長に野口遵
が就任しました。
　戦前は、各種工業薬品、肥料、 
硝化綿、産業用火薬などの化成品、

「ベンベルグ™」、レーヨンなどの 
化学繊維、調味料や食品などを 
製造してきましたが、戦後は積極的
な事業拡大を図り、自社で作った 
製品で人びとの「衣・食・住」に 
貢献していこうという考えから、 
高度成長時代に建材・医薬・医療

機器・住宅・エレクトロニクスに 
至るまで事業を拡げ、幅広い事業
領域で展開する総合化学メーカーと
して発展してきました。

多角化と高度化による成長の歴史
　旭化成グループは創業以来、既存
事業が成熟期に達する前に、既存技
術と新技術を融合し、新たなコア技
術・事業を立ち上げることを繰り返
してきました。これが当社の多角化
の基本的なスタンスであり、持続的
な成長を支えてきた構図です。

　今後も当社が今まで蓄積してきた
コア技術・事業と新たに獲得する新
技術・事業を融合して、新しい成長
ステージでの企業価値増大とブラン
ド力の向上に取り組んでいきたいと
考えています。



旭化成グループの事業

旭化成グループの中期経営計画
「C

ｼｰｽﾞ

s ※ for  Tomorrow 2018」

 事業戦略

中期経営計画「Cs for Tomorrow 2018」の基本的な考え方

基本戦略
成長・収益性の追求 新事業の創出 グローバル展開の加速

昨日まで世界になかったものを。

グループスローガン

Creating for Tomorrow

Connect

技術
・技術と事業の組み合わせ

地域（エリア）
・グローバル展開の加速

外部 内部
・グループ横断

・人財と事業

・CVC*、共同研究

・M&A
・事業提携

*Corporate Venture Capital

結合（Connect）により、新市場を創
出

新たな成長ステージ

従業員が3Cを実践

Compliance
コンプライアンスの意識向上、三現主義

Communication
相互理解や信頼回復につながるコミュニケーション

Challenge
新しいことや変化することへのチャレンジ

クリーンな環境エネルギー社会 健康・快適で安心な長寿社会

2025年に向けて 収益性の高い付加価値型事業の集合体をつくる

売上高 2 兆1,710億円

営業利益 2,010億円

売上高 2兆2,000億円

営業利益 1,800億円

売上高（左軸） 営業利益（右軸
）

（年度） *中期経営計画策定の前提条件：

為替レート110円／US$、120円／€

0
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20,000

（億円）

30,000
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'18 '25
中計展望
計画

0

1,000

2,000

（億円）

3,000

売上高

営業利益

3兆円

2,800億円

「Cs for Tomorrow 2018」では
多角的な事業・多様な人財の「Connect」で飛躍の基盤をつくる
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●「Cs for Tomorrow 2018」の計画と展望（売上高 及び 営業利益）

    旭化成グループでは、2016 年 4 月より 2018 年度を最終年度とする
中期経営計画「Cs for Tomorrow 2018」をスタートさせました。
　計画は順調に推移しており、最終となる 2018 年度には、概ね計画
目標を達成する見込みです。多角的な事業を通じて「クリーンな環境
エネルギー社会」「健康・快適で安心な長寿社会」の実現に貢献して
いく考えです。
　2025 年度に「収益性の高い付加価値型事業の集合体」となること
を目指し、本中期経営計画では「成長・収益性の追求」「新事業の創
出」「グローバル展開の加速」の基本戦略を掲げ、多角的な事業と多
様な人財を結束（Connect）させることで将来に向けた飛躍の基盤を
固めていく方針です。

カナダ

ヨーロッパ

ベルギー

フランス

ドイツ

イタリア

ダラミック（ノルダーシュテット）

旭化成繊維イタリア

旭化成バイオプロセスヨーロッパ
アサヒフォトプロダクツ（ヨーロッパ）

アサヒフォトプロダクツ（イギリス）

旭化成グループ
マテリアル

ヘルスケア

台湾

韓国

東西石油化学

旭化成マイクロデバイス韓国

韓国旭化成メディカルトレーディング

旭化成ケミカルズ韓国
旭化成イーマテリアルズ韓国

旭化成アメリカ

クリスタルIS

ゾール・メディカルカナダ

シンガポール

旭化成プラスチックスシンガポール
ポリキシレノールシンガポール

旭化成シンセティックラバーシンガポール

インド
旭化成インディア

香港
旭化成塑料 (香港）
旭化成紡織 (香港)

タイ

旭化成プラスチックス（タイランド）

PTT旭ケミカル

タイ旭化成スパンデックス

旭化成スパンボンド（タイランド）

 旭化成グループの
グローバルな事業展開

（2018. 9 現在）

旭化成バイオプロセスアメリカ

旭化成メディカルアメリカ

AKMセミコンダクタ
サンプラステック

旭シュエーベル台湾
華旭科技

台湾旭化成電子
台湾旭化成科技

台塑旭弾性繊維

旭化成スパンデックスヨーロッパ

壬生工場
友部工場
境工場

東京本社
千葉地区

厚木地区
川崎製造所

大仁地区
鈴鹿製造所

和歌山工場

群馬工場
埼玉工場
上尾工場
富士支社
名古屋工場
穂積工場
滋賀工場
守山製造所

小野工場
水島製造所
岩国工場
筑紫野工場
大分地区
延岡支社
日向地区北京事務所

ポリポア・インターナショナル

旭化成ホールディングスUS

旭化成ヨーロッパ

ベトナム
旭化成プラスチックスベトナム

ゾール・メディカルＵＫ

 住宅

北京

旭化成マイクロデバイスヨーロッパ

旭化成プラスチックス（アメリカ）
旭化成プラスチックスノースアメリカ

旭化成バイオプロセスドイツ
旭化成メディカルヨーロッパ（ドイツ）
ゾール・メディカルドイツ

ゾール・メディカルイタリア

オランダ
ゾール・インターナショナルホールディング

イギリス

ダラミック（フランス）
ゾール・メディカルフランス

セルガード（韓国）

旭化成医薬科技（北京）

台湾旭化成都市開発

旭化成住工ベトナムダラミック（インディア）

旭化成アドバンス（タイランド）

ダラミック（タイランド）

セルガード

ゾール・サンノゼ
ゾール・ピッツバーグ

ゾール・ブルムフィールド

旭化成ファーマアメリカ

セルガード コンコード
ダラミック

ダラミック オーエンズボロ

ゾール・メディカル

ダラミック コリードン

アメリカ

北　米

中南米
メキシコ

旭化成プラスチックスメキシコ

ダラミック（ブラジル）
ブラジル

オセアニア
ゾール・メディカルオーストラリア

襄陽
ダラミック（襄陽）

大阪支社

スウェーデン
センスエアー

◆   R & D 拠点 

◆  CAE 拠点

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆ ◆

◆

◆  機能樹脂テクニカルセンター
◆  欧州 R & D センター

   旭化成グループでは、世界各地に研究開発拠点を有し、グローバ
ル市場で幅広いニーズに対応する体制を整えています。これまでに
シンガポールでの低燃費タイヤ向け合成ゴムの能力増強やタイで
のスパンポンド不織布の能力増強を行いました。さらに、自動車分
野向け事業の戦 略的拡 大のため、2018 年には米国で の「S ag e 
Autom oti ve  Inter io r s ,  Inc .」の買收や、新たなCO 2 センサの共
同開発を進めてきたスウェーデンの「S ens eai r  AB」の株式取得な
どを発表し、積極的にグローバル化を進めています。

   「新事業の創出」では、2011年に、米
国のベンチャー企業であるクリスタル IS
を買収し、深紫外発光ダイオード（UVC 
LED）の製品開発を進め、殺菌用途等
で販売を開始しました。ま た 、2012
年には、米国大手救命救急医療機器メー
カーである ゾール・メディカルを買収し、
クリティカルケア事業への本格参入を果
たしました。さらに 2015 年には、米国

の大手バッテリーセパレータメーカーで
あるポリポアを買収し、新たな製品を
獲得することでバッテリーセパレータ
事業の拡大を図りました。
  さらに、再生可能エネルギーから低コ

ストで水素を製造するアルカリ水電解プ
ロセスの実証実験を進めています。既
に国内の実証設備で水素の安定量産の
確認に成功しており、国内外の複数の

プラントから引き合いが寄せられていま
す。ドイツでは、ヘルテン市に実証機
を設置してマーケティング活動を開始し
ました。
　当社グループはアルカリ水電解システ
ムの技術開発にますます磨きをかけ、
美しい地球環境を保つため、「クリーン
な環境エネルギー社会」の実現に貢献
してまいります。

グローバル展開の加速

新事業の創出

上海常熟
旭化成（中国）投資

旭化成塑料（上海）
旭化成電子科技（上海）

蘇州
旭化成（蘇州）複合塑料
旭化成電子材料（蘇州）

旭化成電子材料（常熟）

杭州

広州

旭化成分離膜装置（杭州)

旭化成医療機器（杭州）

杭州旭化成アンロン
杭州旭化成紡織

張家港
    旭化成ポリアセタール
（張家港）

南通
  旭化成精細化工（南通）

華東地区（中国）

旭化成塑料（広州）
ポリポア(上海）

旭化成アドバンス(上海)

深セン
セルガード(中国）

◆ 機能樹脂テクニカルセンター
◆  機能樹脂テクニカル

センター
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● 結合（Connect）により、新市場を創出

※“Cs” と は、当 社 グ ル ー プ ス ロ ー ガ ン で あ る「Creating for Tomorrow」( 昨 日 ま で 世 界 に な か っ た も の を。）を 表 す“C”、  
新 市 場 の 創 出 に 向 け て 当 社 グ ル ー プ が さ ま ざ ま な 方面（ 外 部、地 域、技 術 な ど ）と 結合（Connect）して い くこと を 表 す“C”、
また、当社グループが実践していく３つの“C”⎝Compliance、Communication、Challenge）の集合体を表しています。

Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ
  
  コンプライアンスの意識向上、三現主義

Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ
    

  相互理解や信頼回復につながる  コミュニケーション

Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ
    新しいことや変化することへのチャレンジ

● 従業員が３C を実践”

7 　AsahiKASEI 

新たな成長ステージ

内部

地域 ( エリア )

外部

技術

・グループ横断
・人財と事業

・CVC※、共同研究
・M＆A
・事業提携

・グロ―バル展開の加速・技術と事業の組み合わせ

※CVC ＝ Corporate  Venture  Capital

Connect



    

　旭化成グループの強みは、多様な技術に
基づいて事業を生み出し、多角化経営を展
開しているところにあります。多角化の歴
史の中では、ケミカルをベースとした技術
を根幹に発展させた幅広い技術を活かし、
数々 のコア技術を確立してきました。当社
は創業以来、常に技術をベースに事業を生
み出し、世の中のニーズに応える研究開発
を続けていますが、取り巻く経済環境や社
会構造が大きく変化する中で、これからも
新たな価値の創出に取り組んでいきます。

   2016 年 4 月の事業持株会社制への移行
に伴い、研究開発組織の再編を行うこと
で、社内融合を促進させる体制としました。
中期経営計画「Cs for Tomorrow 2018」
の下、研究開発をさらに推し進め、また、
CVC(コーポレート・ベンチャー・キャピタル)
や共同研究など外部との連携も深めていき
ます。

　
　旭化成グループは、自社の技術及び事
業の強みを３軸の視点から展開し、新事

業の創出に繋げていきたいと考えていま
す。1つ目は、各 の々事業プラットフォーム、
マーケットチャネルを強化・フル活用する
こと､ ２つ目は、自前の研究開発の強化と
共に、外部からの新技術の積極的な取り
組みにより､ コア技術の育成・獲得を進め
ること､ ３つ目は､ ソリューション化等によ
る高付加価値化を追及することです。さら
に新しいビジネスモデルの構築により､ 顧
客により踏み込んだソリューション等を提
供する事業を創り出していきます、。

 旭化成グループの研究開発

9 　AsahiKASEI 

 研究開発投資
   2017 年度の旭化成グループ全体の研究開発費は 857 億円
であり、約 1/4 が医薬・医療分野への投資、続いて、ケミカル、
コーポレート、クリティカルケア、エレクトロニクスの順となっ
ています。
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研究開発費の推移

20142013 2015 2016 2017

 857 

711 755
811 796

（年度）

（億円）

0

250

500

750

1000

● 新事業創出戦略

● 研究開発費の推移

 産官学連携

 研究開発体制

  新事業創出戦略

   旭化成グループでは、国内外の大学、 
公的研究機関、企業などと重点領域を
設定して、具体的で短期的なテーマや 
中長期的なテーマ、あるいは新たな 
基盤技術プラットフォームの構築に 
関して、オープンイノベーションの観点 

から共同研究、技術導入、技術導出 
などに取り組んでいます。
   オープンイノベーションを図る上 
では、当該分野の先行技術調査、双方の
知的財産権に関する権利関係の整理、 
あるいは業界動向をにらんだ標準化の

あり方など積極的な知的財産戦略の 
構築が重要です。   
    当社グループでは産官学連携を 
支えるため、知的財産活動をグループ 
一体運営で進めています。  

＜事業持株会社＞

＜各事業領域＞

グループスタッフ部門

技術政策室
ＣＶＣ室
基盤技術研究所
研究開発センター
ヘルスケア研究開発センター
融合ソリューション研究所
山下研究室

監査役会
株主総会

取締役会

会長

社長

経営諮問委員会

監査部

経営会議

 知的財産部

（2018.12.1現在）

マテリアル領域 住宅領域 ヘルスケア領域

繊維事業本部　　　

技術開発総部 旭化成メディカル

医療製品開発本部

旭化成ファーマ

臨床開発センター
医薬研究センター

研究・開発本部

ＵＶＣプロジェクト

旭化成ホームズ

技術本部
新規事業推進本部
住宅総合技術研究所
くらしノベーション研究所

旭化成建材

商品開発部
材料技術室

技術開発総部

石油化学事業本部　　

高機能マテリアルズ事業本部　　　

技術開発総部

技術開発総部

消費財事業本部　　

研究開発センター
旭化成エレクトロニクス　　

セパレータ事業本部　　

技術開発総部

高機能ポリマー事業本部　　

ハイポア技術開発部

セパレータ事業本部　　
ゾール・メディカル

研究開発部

化学・プロセス研究所
繊維技術開発センター
高機能ポリマー技術開発センター
高機能マテリアルズ技術開発センター

生産技術本部
設備技術センター
エンジニアリングセンター
生産技術センター

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

クリーンエネルギープロジェクト

クリティカルケア 

15.1%

医療・医薬 

25.0%

建材 1.2%

グループ 

研究開発費の内訳 

(2017 年度) 

857億円 

コーポレート 

18.1%

繊維 

3.4%

ケミカル 

20.8%

住宅 3.2% エレクトロニクス13.3%



   旭化成グループの知的財産部門の組
織は、事業持株会社の研究・開発本部
に属する「知的財産部」であり、当社
グループを統括する位置付けとなって
います。この「知的財産部」は、グループ
全体の知的財産業務の戦略立案と
推進を担うとともに、グループ全体の
知的財産業務共通のインフラ機能を
担っています。
  各事業部門（事業本部・事業会社）を

担当する知的財産部員、いわゆる「知
財リエゾン」は、事業持株会社の知的
財産部員であると共に、各事業部門

（事業本部・事業会社）の経営・技術
戦略と一体となって活動し、発明者
との連 携、知的財産戦 略 の立 案、
知的財産権の権利化・権利行使を
行っています。また専門性の高いサー
ビスを全社横断的に提供するグループ
として、知的財産部内に 知 財 交 渉

グループ、技術情報グループ、知 財 戦
略 室、企画管理グループを設けていま
す。
  なお、2012 年から当社グループに
加わった米国のゾール・メディカルや
2015 年に加わった米国のポリポア・
インターナショナルに関しては、米国
の両社内に知的財産スタッフがおり、
各社の方針に沿った知的財産の発掘・
権利化及び活用を行っています。

知的財産部門の組織体制

旭化成グループの知的財産

マテリアル領域 住宅領域

旭化成グループの知的財産機能組織

ゾ
ー
ル
・
メ
デ
ィ
カ
ル

ヘルスケア領域

石
油
化
学
事
業
本
部

セ
パ
レ
ー
タ
事
業
本
部

消
費
財
事
業
本
部

旭
化
成
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
株
式
会
社

旭
化
成
ホ
ー
ム
ズ
株
式
会
社

旭
化
成
建
材
株
式
会
社

旭
化
成
メ
デ
ィ
カ
ル
株
式
会
社

旭
化
成
フ
ァ
ー
マ
株
式
会
社

旭化成株式会社（事業持株会社）

繊
維
事
業
本
部

高
機
能
ポ
リ
マ
ー
事
業
本
部

高
機
能
マ
テ
リ
ア
ル
ズ
事
業
本
部

生
産
技
術
本
部

研
究
・
開
発
本
部

○  知財リエゾングループ        特許戦略、出願管理

○  企画管理グループ                  知財全般の企画推進、商標、特許事務手続、管理全般

○  技術情報グループ                  技術情報調査

○  知財戦略室                  　　　　ＩＰランドスケープ

○  知財交渉グループ                  係争・契約対応

研究・開発本部　知的財産部
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基本方針

旭化成グループは、経営課題の一
つである新事業創出に向け、事業戦
略、研究開発戦略、知的財産戦略の㆒
体化を図っています。研究開発や知的
財産活動が新事業や事業収益に貢献
できるよう、研究開発の成果を着実に
権利化することで他社に対する事業の
優位性を確保し、事業経営に直結した
知的財産活動を推進しています。
  事業ごとでは、それぞれの事業
本部・事業会社が中心となって事
業 形態に対応した知的財産戦 略
を立案していますが、特許の数と
同様に個々の特許の質を重視し、有効
な場合は戦略的なライセンス活動を
行うことで、当社グループ事業への貢献
度を高めています。

海外知的財産戦略
旭化成グループでは、権利の確保と

活用に重点を置いた活動を推進してき
ています。特に、グローバル型事業の
世界各地への展開や事業拡大を知的
財産の側面から後押ししています。具
体的には、米国、中国、欧州をはじ
め、東アジア、東南アジア、他の新興
国における知的財産活動を積極的に展
開しています。また、従 来 からの 中
国、米国への知的財産部員の駐在に
加え、欧州へも駐在員を派遣し、現地

の事業活動のサポートを開始していま
す。当社グループの海外展開の中で、中
国は、製造拠点としても市場としても存
在感が着実に増しています。一方、米
国は、Ｍ＆Ａも含め新事業の創出に関
して重要度が高まっています。そのた
め、中国、米国、欧州では、知財力の
一層の強化を推進しています。

情報調査の徹底

   旭化成グループは特許調査を重要視
しています。「特許調査は知的財産管
理の要諦」を合言葉に知的財産活動の
要所要所において必要な調査を実施
することを徹底してきました。
  また、テーマに関する継 続的な
特許のウオッチング（SDI : Selective 
Dissemination of Information）に
力を入れています。これらの調査結果
を戦略データベースとして構築、活用し
ています。
　　　

事業高度化への知財情報の戦略
的 活用
1) 戦略データベースの活用
　旭化成グループでは、戦略的な特
許情報分析が可能な戦略データベース

（SDB: Strategic Database）の構築を
行い、これらの特許情報を活用した、
事業・研究開発・知的財産活動の展開
を推進しています。

戦略データベースは、各事業の開

発テーマに合わせて絞り込んだ特許
情報（自社及び他社特許情報 ⎠と、こ
れら情報の1 件ごとに独自の付加情報

（重要度ランク、実施状況、技術分類、
他社特許への対応方針などに関する
キーワードや記号）を登録したものです。

戦略データベースは、①技術・市場・
他社動向の把握、②研究開発テーマの
探索、③技術・特許のポジショニング
の明確化、④研究開発・事業に対する
障害特許の把握と対策の立案などの
知的財産ポートフォリオマネジメントに
活用されています。
２）「ＩＰランドスケープ」の全社実施
　旭化成グループでは、知財解析を経
営判断に活かす、「ＩＰランドスケープ」
にも積極的に取り組んでいます。
　最新のツールを活用して、ビッグデー
タである特許や論文情報等を収集・加
工して俯瞰マップを作成し、これに業
界・マーケット情報を加味して解析する
ことで、市場における旭化成のポジショ
ンや事業の強み、事業の発展性を見出
します。この情報を、事業強化、新事
業の創出、Ｍ＆Ａ等の経営判断に活用
しています。
　特許調査を確実に行う旭化成の風土
と、構築してきた戦略データベースの知
見を活かし、「ＩＰランドスケープ」を踏
まえた事業戦略・知財戦略への転換も
図っていきます。

1

旭化成

他社A

A社と提携
後のスコア

権
利
者
ス
コ
ア

パテントスコア最高値
旭化成が、件数は少ないが質の高い特許を有している他社Aと提携すること
によって、特許的に業界で優位な地位となることがわかる

 知的財産戦略
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 知的財産管理

　知的財産は事業利益を生み出す根幹
であるとの認識のもと、「旭化成グルー
プ知的財産権管理規程」を基準とし、
知的財産権の取得・管理・行使を進め
ています。
    知的財産は研究開発から生み出
された後、研 究開発 組 織、知財リ
エゾングループ及び技術情報グル
ープの三位一体で権利化していま
す。グル ープ内における特許出願 
手続き、特許情報の保存・管理はほぼ
電子化しており、国内外各地の研究者
や代理人と、迅速な情報交換をしてい
ます。また、国内外の特許及び商標の
代理人はきわめて重要な戦略的パート
ナーと考えており、連携強化を進めて 
います。

機密管理、技術流出防止対策

　旭化成グループでは「機密管理規程」
を策定し、営業秘密などの情報管理 
の徹底を図っています。さらに、電子
媒体の情報については「情報システム基
本規程」、個人情報については「個人情
報の取扱いに係るガイドライン」を策定
して、その基準に従った取扱いをしてい 
ます。
　また、国内外における技術情報や 
ノウハウの 流 出 につ いての 対 策
を 強 化 し て い ま す。 具 体 的 に
は、重 要な技 術 情 報の 流出防止
のために「技術流出防止に関する 
方針」や「管理の基準」の策 定、海
外進出時に留意すべき点をまとめた
ガイドラインの発行、国内外の工場 
における「先使用権保全手続き」や「技
術情報流出防止の施策」の実施などの
対策を取っています。
　従業員に対しては、社内広報等での
注意喚起、研修会での教育などの教育
啓蒙活動に積極的に取り組んでいます。

コーポレートブランド戦略

    コーポレートブランド（「旭化成」、
「ASAHI KASEI」）は、世界 81 カ国で 

商標登録しており、現在のグループ 
ブランドロゴ「AsahiKASEI」は、2007
年から使用しています。グループブラ
ンドロゴを小文字「Asahi」と大文字

「KASEI」の組み合わせで表記するこ
とで、新鮮で革新的なイメージを表現
し、同時に「アサヒカセイ」を海外でき
ちんと発音してもらうことを考慮してい 
ます。なお、成長市場である中国では、
ブランドの浸透を図るため、中国文字
の「旭化成」を併記したロゴを使用して 
います。
   グループブランドロゴや社名ロゴは、
旭化成グループの認知度や信頼感に 
大きく影響を与えるため、「ブランド
デザインガイドライン」を制定して、 
適用範囲や表示方法・表示対象などを 
規定することで、グローバルに統一
感のある使用を推進しています。また 
統一した旭化成ブランドをグローバ
ルに構築し、当社グループのブランド 
イメージを保持するために「情報開示
に関する基本方針」及び「情報開示 
規程」を策定し、「ブランドデザインガ
イドライン」の遵守を定めています。 
その中で、広告・宣伝活動、販売促進
活動として実施する展示会・イベント 
への参加などについては、事前に広報
室のチェックを受けた上で実施する 
こととするなど、ブランド管理の徹底を
図っています。

 発明報奨制度

　旭化成グループでは、発明報奨制度
を設け運用しています。2005 年 4 月
に報奨金の上限撤廃や実施時にも報奨
金を支給するなどの大幅な制度改定を 
行い、権利化につながる発明（実施さ
れる発明）の促進、若手技術者の知的
財産マインドの醸成を図りました。その
後も時代の変化に対応して、技術者の
知的財産マインドを向上させ、発明意欲
を高めてより多くの優れた発明が生ま
れるような公平な制度となるように努め
ています。

 

 人財の育成 　

   知的財産戦略を遂行していくために
は、人財が重要であると考えています。
そのため、新入社員教育の一環として
事業推進には特許などの知的財産が重
要であることを認識させるためのマイ
ンド研修を実施しています。その後は、 
グループ横断で技術部門や営業部門
の部員に対し、体系的に知的財産関連
の知識が学べるよう教育研修を企画・ 
実施し、知的財産マインド及び実務 
能力向上に努めています。
　また、社員が個人ごとに研修できる 
ように社内イントラネットに知的財産の
概要や実務に関する e- ラーニングを 
設置するなどして、常に学習できる環境
も提供しています。

旭化成グループの知的財産

 国内     264 331 59 118 50 32 30 6 890
 外国 51 120 20 20 0 1 19 0 231
 国内 10 19 14 0 108 26 4 0 181
 外国 7 34 35 3 0 1 14 0 94

 2017 年 1 月～ 12 月   

● 出願件数

コーポレート        ケミカル                繊維　       エレクトロニクス            住宅                     建材               医薬・医療           その他※3     グループ合計

特　許

商　標
（新規）

※1

（単位 : 件）

※2

 実施中 280 1,523 209 444 364 110 142 0   3,072
 将来実施予定 574 412 163 165 250 17 32 0 1,613
 防衛・その他 144 1,305 116 407 203 177 179 0 2,531
 合計 998 3,240 488 1,016 817 304 353 0 7,216
 米国 190 566 64 205 0 4 108 10 1,147
 欧州 340 948 217 152 0 30 394 5 2,086
 アジア      620 1,779 238 297 3 17 233 8 3,195
 その他 99 181 28 3 0 14 88 0 413
 合計 1,249 3,474 547 657 3 65 823 23 6,841
 国内 299 461 1,127 34 687 294 298 40 3,240
  外国 587 1,344 937 98 17 42 490       9 3,524

※1  グループ内の事業の間で、共同出願、権利の共有がある場合、事業の合計件数と、グループ合計の件数が一致しない場合があります。
※2  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。
※3  その他：旭化成エンジニアリング株式会社

 コーポレート ケミカル 繊維 エレクトロニクス 住宅 建材 医薬・医療 その他※3 グループ合計

国内特許

外国特許

商　標

※1

※1

※1

● 知的財産権保有件数
 2017 年 12 月末 　　　　　   （単位 : 件）

　旭化成グループでは、事業の市場優
位性確保のため、特許群の構築と維持
を継続的に進めています。出願の可否
や維持・放棄、ライセンスの可能性の 
検討を毎年実施し、その年の知的財産
ポートフォリオを作成しています。2017
年の国内の保有特許全体に対する「実

施中」の特許の割合は、グループ全体で 
約43%（前年約36%）、これに「将来
実施予定」の特許を加えると 65％（前
年約60%）となり、グループの事業に
対して大きな役割を果たしています。
一方、国内の保有特許全体に対して 
35%を占め る「 防 衛・その 他 」の 

中には、競合他社の参入を牽制する 
など、事業戦略上不可欠な特許が数 
多く含まれています。海外の保有特
許件数も増加しており、グローバルな 
事業展開を進める上で特許取得が重要
な位置付けとなっています。

 知的財産権出願件数と保有件数
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■ 国内特許出願

■持株会社　■マテリアル領域（ケミカル、繊維、エレクトロニクス）■住宅領域（住宅、建材）■ヘルスケア領域（医薬・医療）■その他※3　　        （2017年1月～12月）

合計件数
    890件※1

  29.7%

 37.2%

5.6%

3.4% 0.7%

　　6.6%

13.3%

■ 外国特許出願

合計件数
    231 件※2

22.1%

51.9%8.7%

   0.4%
8.8%

8.7%

■ 国内商標出願

合計件数
 181 件

5.5%

10.5%

7.7%

14.4%

2.2%

59.7%

■ 外国商標出願

合計件数
94 件 36.2%

37.2％

3.2%

7.4%
コーポレート

ケミカル

その他

エレクトロニクス

住宅

医薬・医療
コーポレート

ケミカル繊 維

建 材
医薬・医療 コーポレート

ケミカル

繊 維

住 宅

建 材

医薬・医療 コーポレート

ケミカル

繊 維

　建 材

医薬・医療

エレクトロニクス

建材
3.6%

エレクトロニクス

14.9%
1.1%

繊 維

グル ープ ブランドロゴ

中国用グループブランドロゴ

　● 国内特許出願 　● 外国特許出願 ● 国内商標出願 ● 外国商標出願

旭化成グループの報奨制度

有益
特許
発明賞 事業成果

実施時支給金

登録時支給金

出願時支給金

発明報奨制度

特許出願

研究開発



旭化成グループの知的財産
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 再生可能エネルギーを利用し アルカリ水分解により
 グリーン水素を生成するプロジェクトを開始

 主な社外表彰
  表彰年度  表彰名   授与機関　   件名

 2018 年度　 日本国際賞 （財）国際科学技術財団 リチウムイオン電池の開発

文部科学大臣表彰　科学技術賞  文部科学省 ナイロン原料用シクロヘキセン製造技術の開発
  2016 年度  NIMS Award                                              

  物質・材料研究機構     

 
（NIMS）

 リチウムイオン二次電池の実現に関する業績

  2015 年度  紫綬褒章　  日本国  電子コンパスとオフセット自動調整方法の開発

 全国発明表彰   発明協会会長賞  （公社） 発明協会  金－酸化ニッケルコアシェル型ナノ粒子触媒の発明
  2014 年度  Heroes of Chemistry Award   米国化学会  CO2 を原料とする非ホスゲン法ポリカーボネート樹脂製造プロ

セス
 文部科学大臣表彰　科学技術賞   文部科学省  電子コンパスとオフセット自動調整方法の開発

  2013 年度  大河内記念技術賞  （公財）大河内記念会  ウイルス除去フィルターの生産技術と市場の開発

 日本化学会　化学技術賞  （公社）日本化学会
 メタクリル酸メチル製造用　金－酸化ニッケルコアシェル型ナ
ノ
 粒子触媒の開発と実用化 

 The Charles Stark Draper Prize   全米技術アカデミー  小型で軽量のモバイル電子機器を可能にしたリチウムイオン　　
 二次電池（LIB）の設計

 The Global Energy Prize   “Global Energy”  モバイル機器や電気自動車、ハイブリッドカーなどの基幹部品   
 である充電可能なリチウムイオン電池（LIB）の発明

  2012 年度  全国発明表彰　恩賜発明賞　  （公社）発明協会  電子コンパスの自動調整技術の発明

 大河内記念技術賞  （公財）大河内記念会  汎発性血管内血液凝固症治療薬　遺伝子組換え型トロンボ
 モジュリンの開発

  2011 年度  全国発明表彰　発明賞  （社）発明協会  ポリスルホン膜人工透析器の発明 
  2010 年度  文部科学大臣表彰　科学技術賞   文部科学省  血管内皮の抗血栓分子トロンボモデュリンに関する総合的研究

※ 1 授与機関名は、当時の名称を記載しております。
※ 2（公社）は公益社団法人の略称です。

  表彰年度  表彰名  地方　  件名
  2018 年度 文部科学大臣賞   九州 高成形性・高流動性結晶セルロース

静岡県発明協会会長賞   関東 感光性樹脂組成物、及び硬化レリーフパターンの製造方法
発明奨励賞   関東 低粘度ポリイソシアネート組成物
発明奨励賞   関東 プロパン法 AN の工業化

  2017 年度  神奈川県発明協会会長賞   関東  低燃費型タイヤ用変性ＳＢＲの開発
 発明奨励賞   関東  デジタル / アナログ変換器及び制御方法

  2016 年度  発明奨励賞    関東  ポリプロピレン改質用ブロック共重合体

 発明奨励賞   九州   高機能セルロース複合体
 発明奨励賞   九州   中空糸膜型流体処理器

  2015 年度    　 九州産業技術センター会長賞   九州   血液流れ性、血液回収性、耐剥離性に優れたソフトハウジング
 白血球除去フィルター

 三重県発明協会会長賞   中部
  重ねシール性、ガスバリア性、熱収縮性に優れたシュリンク包装用
 フィルム及びバッグ

 発明奨励賞   関東    高安全性、高生分解性である酸性アミノ酸系界面活性剤の製造方法
 発明奨励賞   関東  ロングライフコート用シーリング材
 発明奨励賞   関東  中古住宅の建物査定システム

  2014 年度  文部科学大臣発明奨励賞   九州   高成形性結晶セルロース
 岡山県知事賞   中国  プロピレンの新規製造プロセス
 日本弁理士会会長奨励賞   関東  高耐久性高分子電解質膜
 発明奨励賞   関東   難燃性芳香族ポリカーボネート樹脂組成物
 発明奨励賞   関東   精密成形用ポリフェニレンスルフィド組成物

 地方発明表彰（公益社団法人 発明協会）

 
　 旭化成グループがＥＶメーカーであるＧＬＭ株式会社と共同開発したコンセプトカー 「ＡＫＸＹ

（アクシー）」がドイツ連邦共和国における 「ドイツデザインアワード Special Mention Categoly 
2019」を受賞しました。

「このコンセプトカーはすべての内装と外装の要素が調和し、先進的なデザインに落とし込まれてい
る。その形状と機能は細部に至るまで印象的で、未来の自動車の姿を彷彿させる。」との評価から受
賞に至りました。
　走るコンセプトカー 「AKXY」を今後も国内外の展示会等を通じて最大限活用し、多くのお客さま
とのコネクトを続け、自動車の安全性、快適性の向上、環境への貢献に応じた多様なキーアイテムを
総合的に提案してまいります。   

 走るコンセプトカー「 A K X Y ™ 」
ドイツデザインアワードを受賞！

　 旭化成グループは、世界トップ
レベルのイオン交換膜法食塩電
解の技術を活かし、水素の大量
生産に適したアルカリ水電解シ
ステムを開発しました。
　2018年４月に福島県相馬市に
おいて、太陽光発電設備と水電
解システムを連携させる試運転
を株式会社ＩＨＩと共同で開発し
ました。 ５月にはドイツのNRW
州ヘルテン市で風力模擬電源を
利用した実証プロジェクトを開
発しました。 製造した水素は、燃
料電池バス・列車などに利用され
るほか、将来的にはCO2と反応さ
せることでグリーンメタノールや
グリーンメタンとしての利用も期
待されています。   

　 ドイツ・NRW州ヘルテン市に設置した水素製造実証設備  
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■  ケミカルズ

■ エレクトロニクス

■ 旭化成ホームズ

■ 旭化成建材

■ 旭化成ファーマ
■ 旭化成メディカル

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　 将来　　 防衛・　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    実施予定　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　 209       163    　116        488          64　     217　   238　　 28　     547　  1,127　  937
  

　　　　　  　2017 年 12 月末   　　　　　　                                      　　　　　　　　　                                   （単位：件）     
　　　　　　　　　　　　        国 内 特 許  　　　　　　   　       外 国 特 許　　　　　　　　　　               商 標　　　　  

　    実施中　   　　　　　　　　　   合計　　    米国　　   欧州　　アジア　   その他　　 合計　　    国内　　  外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    

■ マテリアル領域

■ 住宅領域

■ ヘルスケア領域

保有特許及び保有商標 国内保有特許の実施区分 外国保有特許の国別割合

■ コーポレート
■ 旭化成

実施中
42.8％

国内特許

将来実施予定
     33.4％

2017年
12月末

防衛・その他
23.8％

米国
11.7％

その他
5.1％

外国特許

欧州
    39.7％

2017年
12月末

アジア
43.5％

特許及び商標の出願状況

実施中
47.0％

防衛・その他
40.3％

国内特許

 将来実施予定
     12.7％

2017年
12月末

外国特許
2017年
12月末

米国
16.3％

欧州
    27.3％

  アジア
 51.2％

その他
5.2％

実施中
43.7％

国内特許

将来実施予定
     16.2％

2017年
12月末

防衛・その他
40.1％

米国
31.2％

       その他
   0.5％

外国特許

欧州
    23.1％

2017年
12月末

アジア
45.2％

実施中
44.6％

国内特許

将来実施予定
     30.6％

2017年
12月末

防衛・その他
24.8％

外国特許
2017年
12月末

アジア
100％

国内特許

将来実施予定
     5.6％

2017年
12月末

防衛・その他
58.2％

実施中
36.2％

米国
6.2％その他

21.5％

外国特許

欧州
     46.2％

2017年
12月末

アジア
26.2％

実施中
 40.2％

国内特許

将来実施予定
     9.1％

2017年
12月末

防衛・その他

50.7％

米国
13.1％

その他
10.7％

外国特許

欧州
    47.9％

2017年
12月末

アジア
28.3％

実施中
28.1％

国内特許

将来実施予定
     57.5％

2017年
12月末

防衛・その他
14.4％

米国
15.2％

その他
8.0％

外国特許

欧州
    27.2％

2017年
12月末

アジア
49.6％

　   国内特許　   外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　      2017 年 1 月～ 12 月   　　                   （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

59 20 14 35

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

■繊維

繊維事業本部では、独自性・差別性を有する事業の安定的収益基盤の構築と、グ
ローバルリーディング領域での成長・拡大を基本戦略とし、強みを活かせる繊維
素材の研究開発や、次の成長のために次代を担う新規事業につながる研究開発に
重点を置いています。

石油化学事業本部、高機能ポリマー事業本部、高機能マテリアルズ事業本部 ( 一部
)、消費財事業本部では、革新的な触媒・プロセス開発、自動車の軽量化・省燃費化
に貢献する材料の開発など、数多くの研究開発を行っています。

旭化成エレクトロニクスでは、高感度磁気センサの開発を通して蓄積した化合
物半導体プロセス技術と、市場で定評のあるミクスドシグナル LSI 技術を基盤と
する高機能電子部品の開発を積極的に進めています。
セパレータ事業本部、高機能マテリアルズ事業本部 ( 一部）ではリチウムイオン電
池関連・燃料電池関連の研究開発を行っています。

旭化成ホームズでは、ロングライフ住宅戦略・ナンバーワン戦略を支えるコア
技術について、重点的な研究開発を行っています。

旭 化 成 建 材 で は、ALC、基 礎、断 熱 材、構 造 資 材 の 各 分 野 にお いて、高 付 加
価 値な 製 品と施 工技 術を確 立することを事 業 戦 略とし、研 究 開 発を 進 めて
います。

旭化成ファーマは、「人びとの健康で快適な生活」を実現するために、整形外科
領域や泌尿器領域を中心に研究開発を進めています。
旭化成メディカルは、人工腎臓を含めた血液浄化領域、輸血関連領域、医薬品
プロセスフィルター領域、新規医療領域の研究開発を進めています。

研 究・開発本部が中心となるコーポレート R&D では中期 的な研 究テーマを
行 い、各 事 業 領 域の 研 究テーマとシームレスにつながっています。また CVC

（Corporate Venture Capital ）などを中心に、社外リソースとも積極的な連携を
図っています。

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　将来　　  防衛・　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    実施予定　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　  1,523       412　  1,305    3,240       564 　   943      1,769       181      3,457　  461       1,344
  

　　　　　  　2017 年 12 月末   　　　　　　                                    　　　　　　　　　                                     （単位：件）     
　　　　　　　　　　　　国 内 特 許  　　　　　　   　                                外 国 特 許　　　　　　　　　　             商 標　　　　 

　    実施中　   　　　　　　　　　　合計　　   米国　　    欧州　　アジア　   その他　　 合計　　   国内　　   外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　 将来　　 防衛・　           　　   　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    実施予定　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　    444　　165　    407　  1,016　  204　    151        295    　  3　      653　      34　　 98
  

　　　　　  　2017 年 12 月末   　　　　　　                                                               　  　　                                 （単位：件）     
　　　　　　　　　　　　国 内 特 許  　　　　　　   　                                外 国 特 許　　　　　　　　　　             商 標　　　　 

　    実施中　   　　　　　　　　　　合計　　   米国　　    欧州　　アジア　   その他　　 合計　　    国内　　  外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　　将来　　 防衛・　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   実施予定　 その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　     110　     17　　 177　    304　　  4　　   30      　17　       14　      65　     294　    42
  

　　　　　　   2017 年 12 月末           　　　　　　　　　　　　　                                                                         （単位：件）     

　　　　　　　　　　    国 内 特 許  　　    　　　　                               外 国 特 許　　　　　　　　　　            商 標　　　　 

　    実施中　   　　　　　　　　　   合計　　    米国　　   欧州　　 アジア　   その他　　合計　　    国内　　  外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  将来　　 防衛・　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    実施予定　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　      142　     32　     179        353　    104        394        226    　 88　     812　    298　    490

　　　　　　   2017 年 12 月末           　　　　　　　　　　　　　                                                                         （単位：件）     

　　　　　　　　　　    国 内 特 許  　　    　　　　                              外 国 特 許　　　　　　　　　　              商 標　　　　 

　    実施中　   　　　　　　　　　　合計　　   米国　　    欧州　　アジア　   その他　　 合計　　   国内　　   外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　               　　 将来　　  防衛・　    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   実施予定　 その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　      280　　574　   144　   998　    188　　322　    611　     99   　1220　   299　    587

　　　  

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位：件）  
　　　　　　　　　　　  国 内 特 許  　　　　　　　　                             外 国 特 許　　　　　　　　　　              商 標　　　　 

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 2017 年 12 月末

　    実施中　   　　　　　　　　　　合計　　   米国　　   欧州　　 アジア　   その他　　 合計　　   国内　　   外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　   国内特許　   外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　 2017 年 1 月～ 12 月    　　　　　　 （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

331 120 19 34

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

　国内特許　   外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

118 20 0 3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2017 年 1 月～ 12 月     

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

　   国内特許     　 外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

 2017 年 1 月～ 12 月   　　            　  （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

50 0 108 0

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

　   国内特許     　 外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

 2017 年 1 月～ 12 月   　　        　　  （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

32 1 26 1

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

                          2017 年 1 月～ 12 月   　　　　           （単位：件）      

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

264 51 10 7

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。

　   国内特許　   外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　      

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　 将来　　  防衛・　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   実施予定　 その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　     364　    250　    203　    817　　  0　　    0        　 3　        0　   　 3　 　 687　     17
  

　　　　　　   2017 年 12 月末           　　　　　　　　　　　　　                                                                         （単位：件）     
　　　　　　　　　　    国 内 特 許  　　    　　　　                               外 国 特 許　　　　　　　　　　             商 標　　　　 

　    実施中　  　　　　　　　　　　合計　　   米国　　    欧州　　 アジア　   その他　　 合計　　   国内　　   外国　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

   2017年度 事業領域別データ

　 国内特許　    外国特許※1　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

　　　　　　　　    
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：件）     

国内商標 外国商標
（新規） （新規）

30 19 4 14

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2017 年 1 月～ 12 月     

※1  外国特許出願件数は特許ファミリー件数を記載しています。




